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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、大別して2つとなる。まず、国内行政学先達10名の方々による行政
学説オーラルヒストリー集成である。16年度から18年度に行ったヒヤリングの結果、10本の原稿が結稿し、特定
出版社との公刊内諾を得、19年度中にその出版実現の予定である。加えて、英国特定出版社からの勧誘を受け、
既にオーラルヒストリーとして結稿している韓豪独英四国に関する行政学説史四稿に加え、現在執筆中である個
別論文数本を、むしろ当初から英文として執筆して、二部構成の書籍として出版してはどうか、との構想が進ん
でいる。その前段階として、2019年6月21日に、国際行政学会（IIAS）年次大会にて、3本の英語報告を実施す
る。

研究成果の概要（英文）：There are two results of our research project. First, ten essays produced 
through each interview with ten Japanese senior professors in PA have been completed, so that they 
can be published by a curtained publisher with which we have already agreed to promote the 
publication. It should be realized within the study year of 2019. Furthermore, a British publisher 
recommended us to edit a book into which our research results should be arranged. Four different 
essays on PA in the countries of Korea, Australia, Germany and Britain are already completed. On the
 other side each of our planed individual essays on PA in Japanese should be from the beginning on 
written in English, so that they can be combined with the existing four country-based essays into an
 English book. For this purpose, three of our planed essays are reported in the annual conference of
 IIAS on the 21st June 2019 in Singapore. Base on this occasion the project of the English book 
should be promoted onto the year of 2020.  
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、日本における行政学説史に関し、国内10名の先達からのオーラルヒストリーとして最重要な研究内容
を集成するという意味において、更には、韓豪独英四か国の行政学説史に関する研究内容を比較行政学的に概観
するという意味において、非常に大きな学術的・社会的意義を有している。加えて、日本の行政学説史に関し
て、個別分野のテーマを設定し、英文にて研究成果を公表しようとしている点で、重要である。  



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
日本の行政学に影響を与えた国の一つであるドイツでは、2009 年に Bogumil と Jann が、同
国の行政学研究成果の集成と同時に、同国現代行政の包括的な分析を行った。他方、日本にお
いては、明治期以降現在に至るまでの学界全体の学説史的研究の集成は未だ為されていない。
Bogumil&Jann の出版の同年に日本行政学会第 15 代理事長である今村都南雄は、初代理事長
蝋山政道の業績の詳解や自らの研究成果を振り返っているが、学界全体への言及とはなってい
ない。設立 60 周年を迎えた日本行政学会では、2010 年の年次総会の際に記念シンポジウムを
開催し、直近歴代 6 名の理事長を報告者・司会者に迎えて、日本における行政学の来し方行く
末を議論した。しかしながら、この討論成果は同学会誌に活字化されてはおらず、また、記念
シンポジウムの内容も、明治期以降現在に至るまでの学会全体の研究動向を総括的に包含する
ものでもなかった。 
  米国において行政学のアイデンティティクライシスが指摘されて久しいが、日本においても
行政学における研究分野や内容が相当程度専門化してきており、他分野の研究動向を十分に把
握できていない状況も現出してきている。さらに、諸外国の研究者が行政学研究の比較分析を
する場合に日本だけが比較対象からはずれていることが多いということも、我々の問題意識を
高めた。諸外国に日本の行政学研究を英語で発信する必要があると考えたのも、本研究を進め
る大きな動機である。 
 
２．研究の目的 
 本研究は日本における行政学を学説史的に探究しようとするものである。「日本における行政
学は、何を対象としてきたのか、どのように研究を展開してきたのか、現在如何なる研究段階
に至っているのか」を明らかにする。日本における行政学の泰斗、辻清明に拠れば＊、創始期
を代表する日本の行政学者として、ドイツの影響を受けながら研究を展開した一木喜徳郎と有
賀長雄が挙げられる。以来、東京（帝国）大学と京都（帝国）大学を中心としながら、多くの
国・公・私立大学の研究者による様々な業績を通じて、日本における行政学は今日まで発展を
遂げてきた。これらの業績を辿りながら、日本における行政学の諸説を集成したい。 
 
３．研究の方法 
 ①先達へのヒアリング。オーラルヒストリーの作成 
 日本を代表する行政学の先達を招いて各先生方の業績に関してご講義をいただくと共に、共
通の視点に関して質疑応答を行い、オーラルヒストリーとして各研究者の行政学としての業績
内容をまとめ上げる作業を進める。対象となる行政学者の先達としては、研究成果にお名前を
挙げた方々となる。 
 ヒアリングは、全メンバーが集まって、行政学者の先達から予めお願いした項目についてお
話をお聞きする形で行う。この分野で実績のある牧原を中心としてヒアリング作業を進める。 
ヒアリングに際しては、(1)「私と行政学」および(2)「私の行政学」の 2つの視点からお話を
お聞きしていくこととする。 
 (1)「私と行政学」のセクションにおいては、先生方自身の学部時代の行政学との出会い、大
学院での出会い、その後なぜ行政学を専攻とするに至ったか、その決心（あるいは迷い）、どう
いう分野を対象とするに至ったか、あるいはどういう研究手法を採用するに至ったか、といっ
た内容についてお話をお伺いする。(2)「私の行政学」のセクションにおいては、先生方ご自身
の行政学についてお話をお聞きする。もっとも影響を受けた先達は誰か、アイデンティティー
をどこにおいておられるか、テーマがどのように変化していったか（あるいは首尾一貫してい
たか）、新しい展開としては何があったか（あるか）、後輩へのメッセージや期待について語っ
ていただく。各先達固有の行政学とはどのようにまとめることができるのか、そしてそれは、
後輩や学生にどのように伝達していくことになるのかが、ここでの関心事である。 
 ②既存業績の分類・整理、及び論文執筆 
 これらのヒアリングと並行して、行政学の一般的な対象領域を区分抽出し、各領域を学説史
的に渉猟して、その領域毎の発展過程をたどることも行う。この作業は、本研究プロジェクト
メンバー個々が、分担する対象領域に関してこれまでの関連業績を網羅的に渉猟し、対象、手
法、そして研究成果の観点から、通史的にまとめ上げるものである。 
 行政学の方法論がどのように発展してきたのかについては、大山と松田が中心となってまと
めていく。明治期以降の行政学研究に関して縦刺しに渉猟する対象領域としては、人事行政に
関しては稲継と出雲が、行政組織については伊藤と牧原が、それぞれ担当する。行政の過程に
ついては大西と山谷がそれぞれの専門の立場から分析を行う。また行政情報および行政と環境
に関しては、縣が担当することとする。 
 ③他国との比較行政学的視点 
 諸外国における行政学研究の整理についても、並行して進めることとする。すでに全般的な
整理がなされているドイツについては、縣が既存研究の整理に当たり、整理方法のフレームワ
ークを開発し他の分担者と共有する。その他の国に関しては、大西が韓国を、稲継がオースト
ラリア・ニュージーランドを担当するが、英国・米国に関しては、対象が多岐にわたることか
ら複数人の分担とする。英国は大山、出雲、牧原が、米国は松田、山谷、伊藤が協力して進め
ることとする。なお、可能な限り、韓国、オーストラリア、ドイツ、及び英国から主導研究者



を招聘し、各国行政学説史に関するオーラルヒストリーの集成を目指す。 
 ④通史の概要英語版出版の準備 
 上記集成の最終編集作業と並行して、英語版の出版についても進める。分量的には日本語版
よりも少なめになるが単著として出版する。既に国内一社からは出版の内々諾を得ているが、
出来れば、英米のメジャーな出版社と交渉して出版を実現したい。 
 
４．研究成果 
 ①2016 年年度に行った国内先達の行政学業績に関するヒアリング成果として、片岡寛光早稲
田大学名誉教授、今村都南雄中央大学名誉教授、大森彌東京大学名誉教授、水口憲人立命館大
学名誉教授、そして中邨章明治大学名誉教授のご講演を原稿化し、簡易冊子合計 135 頁に纏め
て、メンバー間で共有した。 
 ②2017 年度における簡易冊子発行に続いて、18 年度は、森田東京大学名誉教授、新藤千葉大
学教授、及び橋本関西学院大学名誉教授のオーラルヒストリー、そして佐藤成蹊大学名誉教授
からの書面回答、更には、韓国・ソウル市立大学権教授のご講演「韓国行政学説史」、及びオー
ストラリア・メルボルン大学 Janine O'Flynn 教授のご講演”A (Modern) History of Public 
Administration: Australia”の成果を、簡易冊子合計 272 頁として印刷・製本し、メンバー
間で共有した。 
 ③2018 年度におけるオーラルヒストリー研究として、水谷首都大学東京名誉教授、及び村松
京都大学名誉教授からヒアリングを行い、本研究における国内ヒアリングの予定は、以上を以
て完結した。その結果、16 年度から継続してきたオーラルヒストリー成果は、合計 10 名の先
達からのヒアリング結果として原稿完成したため、これら 10名の方々のオーラルヒストリーを
刊行すべく、商業出版社と交渉の結果、特定の出版社から出版契約の内諾を得た。よって、19
年度において、国内先達によるオーラルヒストリーを、具体的な出版へと進めることとしたい。 
 ④加えて、海外の行政学研究成果の検討として、ドイツから Werner Jann ポツダム大学教授、
及びイギリスから Andrew Massey 教授を招聘し、それぞれ、"History of the Ideas and Thoughts 
of Public Administration in Germany"、そして"The Historical background to Public 
Administration in England and the United Kingdom"と題した講演を伺った。これらの講演成
果は、既に英語原稿としてご本人の最終校閲を経て、完成している。従って、海外オーラルヒ
ストリー成果は、既に、韓豪独英四か国分を集成したこととなる。 
 ⑤現在、以下の個別論文の執筆を進めている。 
縣公一郎 行政情報の理念、制度、そして運用　－　学説史としての特徴
出雲明子・稲継裕昭 人事行政の学説史研究
伊藤正次・牧原出 行政組織論の受容と応用：理論紹介から実証分析へ
大山耕輔・松田憲忠 行政学における方法論、統計分析、実験の学説史的意義について
大西裕 政治経済学の変容
山谷清志 行政責任の理念、制度、そして運用 － 政策評価理論の行政学説史上の特徴  
 このうち、Ito, Masatsugu, The Development of Research on Administrative Organization 
in Japan、Inatsugu, Hiroaki, Histroical Reflection on the Personnel Administration 
Theories in Japan、及び Matsuda, Noritada, Analytical Approaches to Citizenship Education 
in Japan、以上の三報告は、、2019年6月21日に、シンガポールで開催される国際行政学会（IIAS）
年次総会にてセッション発表される。 
 ⑥英国特定出版社からの勧誘を受け、以上の個別論文数本をむしろ最初から英文として執筆
し、更に②及び④にて言及された韓豪独英四か国のオーラルヒストリーとを組合わせ、一冊の
書籍として出版すべく、現在当該出版社と交渉中である。 
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